
全体

【提案団体数】

【提案件数】

※市区町村のうち、共同提案は市区と
町村それぞれに計上。

令和２年８月27日(木)
全　  国　  町　  村　  会

78.8%

28.8%

17.3%

－

重点事項

46

41

88.5%

78.8%

※共同提案は各団体区分にそれぞれ計上しているため、合計は一致しない。

41

15

9

52

94 31.2% 70 27.0%

301 - 259 -

168 55.8% 134 51.7%

54 17.9% 28 10.8%

142 54.8%

222 73.8% 162 62.5%

令和元年 令和２年

令和元年 令和２年

169 58.5%

63 21.8%

11 3.8%

46 15.9%

232 80.3%

47

282

186

96

31

13.1%

78.3%

51.7%

26.7%

8.6%

都道府県

うち、市区

うち、町村

合　計

全国的連合組織等

合　計

市区町村

全国的連合組織等

都道府県

市区町村

うち、市区

うち、町村

※九州地方知事会、特別区長会の構成団体は都道府県・市区にもそれぞれ計上。

360 - 289 -

133 44.2%

令和２年地方分権改革に関する提案について（町村からの提案関係）

－重点事項のうち、新たな共同提案などを中心に掲載－
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重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

7 174

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

岐阜県（宮城県、福島県、茨
城県、横浜市、川崎市、新潟
市、大垣市、高山市、多治見
市、美濃市、各務原市、飛騨
市、海津市、岐南町、川辺
町、京都市、大阪府、茨木
市、香芝市、鳥取県、徳島
県、愛媛県、宮崎県、宮崎
市）

保育士の
就業状況
等の届出
の努力義
務化

次の場合において、保育士の就業状
況等の届出を努力義務とすることを法
制化する。
・保育所等を離職した場合
・保育士の業に従事しなくなった場合
・資格取得後、直ちに就業しない場合
・本件による法改正時、現に業務に従
事していない場合
・既に届け出た事項に変更が生じた場
合

離職時の情報の届出に努力義務をかけることについては、子ども・子育て
会議において、「法令上必要となる措置や実務的な事務体制の整備可能
性も勘案しつつ必要な財源等の費用対効果も踏まえ、引き続きどのような
対応が可能か検討すべきである」との提言（「子ども・子育て支援新制度施
行後５年の見直しに係る対応方針について」（令和元年12月10日子ども・
子育て会議））を受けており、具体的にどのような場合に届出を求めるかと
いうことを含め、必要な検討を進めてまいりたい。

【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

14 69

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

八王子市（須賀川市、ひたち
なか市、新座市、川崎市、上
田市、佐久市、浜松市、豊橋
市、春日井市、南知多町、京
都市、城陽市、高松市、新居
浜市、西条市、柳川市、熊本
市）

オンライ
ン資格確
認システ
ム情報を
利用した
国民健康
保険の資
格情報適
正化及び
事務改善

オンライン資格確認システムで一元管
理した情報を利用し、保険者（区市町
村）の被保険者資格情報を適正化する
仕組みを構築する。一元管理した情報
を利用し、二重加入の状態となってい
る被保険者の情報を、資格エラー情報
として保険者へ定期的に通知すること
で、迅速で適正な資格管理を行うこと
が可能となる。さらに、オンライン資格
確認システムによる、自動的な資格の
切り替えを可能としたい。

医療機関等において療養の給付等を受ける場合の被保険者資格の確認
については、マイナンバーカード等によるオンライン資格確認を導入し、令
和３年３月から本格運用を開始することとしている。
これに併せて、医療保険者向け中間サーバーに登録されている資格情報
について、保険者間で資格が重複していないかを定期的にチェックし、通
知を受けた保険者において資格重複状況⼀覧を出力することができる機
能の実装を予定しており、これにより、各保険者において資格重複状況を
より効率的かつ網羅的に把握し、資格管理をより適切に実施することが可
能となる。

【全国町村会意見】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。

重点事項

2



重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

15 113

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

砥部町、松山市、宇和島市、
八幡浜市、大洲市、松前町、
内子町、伊方町、松野町、愛
南町（留萌市、石巻市、つく
ば市、ひたちなか市、船橋
市、神奈川県、横浜市、川崎
市、福井市、上田市、佐久
市、浜松市、三島市、名古屋
市、小牧市、城陽市、うきは
市、宮崎県、宮崎市）

国民健康
保険にお
ける高額
療養費申
請手続き
の簡素化
に係る年
齢制限の
撤廃

国民健康保険における高額療養費申
請手続きの簡素化に係る年齢制限の
撤廃

高額療養費の支給申請に当たっては、被保険者の実際の負担額の確認
や、被保険者に対する過誤給付の防止等の観点から、原則として、支給
申請書を添付書類と併せて保険者に提出することを求めている。
国民健康保険に加入する70歳から74歳までの被保険者については、平成
28年の分権提案により、後期高齢者医療保険と同様に高額療養費の対象
者が高齢であるため、毎月自治体に来庁いただく負担や、69歳以下と異な
り全てのレセプトを対象としているため、書類の提出が負担となりえること
を鑑み、事務的な負担が過重とならぬよう、デメリットを示した上で市町村
の判断により支給申請を初回申請のみで可能としたものである。
70歳未満に対する、高額療養費の支給申請の簡素化については、以下の
通りデメリットもあり、市町村の実務に与える影響を慎重に見ていく必要が
ある。
・（保険料滞納者が少なくない市町村国保において、）滞納者との接触の
機会が失われること
・レセプト情報のみで支給額を決定することとなるため、一部負担金等を支
払っていない場合にも高額療養費を支給してしまう可能性があること
・世帯主が死亡した場合にその把握が遅れることで、相続人の口座ではな
く死亡した世帯主の口座に振込処理してしまう可能性がある等、資格得喪
の把握が遅れることで、被保険者に対する高額療養費の過誤給付が発生
すること
・高額療養費支給申請書の記載項目とレセプトを突合することにより、レセ
プトの記載誤りを発見できることもあるが、その機会を失うこと
　
【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。
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重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

16 231

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

兵庫県、滋賀県、京都府、京
都市、大阪府、堺市、西脇
市、川西市、三田市、たつの
市、神河町、佐用町、新温泉
町、和歌山県、鳥取県（秋田
県、秋田市、新潟市、長野
県、名古屋市、松江市、高松
市、高知県、福岡県、壱岐
市、宮崎市）

市町村が
ん検診
（集団乳
がんマン
モグラフィ
検診）に
おける医
師の立会
い不要化

日本人の体型に合い、痛みのない装
置の開発を医療機器メーカー等に求め
る一方、検診受診中に受診者が急に
体調を崩すなどの緊急時に、地元医師
会等と連携して医師に確認できる連絡
体制が十分担保されている場合には、
市町村が実施する集団乳がんマンモ
グラフィ検診についても胸部Ｘ線撮影と
同様、医師の立会いがなくても実施で
きるようにすること。

診療放射線技師が医師の立ち会いを伴わずに集団乳がんマンモグラフィ
検診を実施することについては、平成25年度厚生労働省特別研究事業に
おける調査研究や、「医師の働き方改革を進めるためのタスクシフト/シェ
アの推進に関する検討会」において、医学的・専門的見地から、
・具体的なニーズの有無を明らかにすべき
・検診の実施に必要な手技等を評価した上で、安全を担保するために必
要な体制整備も含めて検討すべき
といった意見が示されている。
これらを踏まえ、関係者の意見を聞きつつ、対応の可否について検討を進
めてまいりたい。

【全国町村会意見】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。

17 225

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

埼玉県、埼玉県町村会（北海
道、郡山市、いわき市、須賀
川市、栃木県、前橋市、千葉
市、神奈川県、横浜市、川崎
市、小田原市、新潟市、上田
市、豊橋市、豊田市、小牧
市、四日市市、京都市、兵庫
県、松山市、高知県、長崎
市、熊本市）

「障害者
総合支援
法」に基
づく居住
地特例対
象施設の
拡大

居宅や現在入所している障害者施設
等から、別の市町村に存する介護施設
に入所した場合に、現行では当該介護
施設が所在する市町村が障害福祉
サービスに係る費用を負担するが、当
該介護施設入所前に費用負担してい
た市町村が引き続き負担するよう、居
住地特例を見直すこと。
また、障害福祉サービスの利用申請手
続きについても、介護保険サービスと
同様に、介護施設入所前に手続きを
行っていた市町村で引き続き行えるよ
う、居住地特例を見直すこと。

障害者総合支援法による介護給付費等の支給決定は、原則として障害者
等の居住地の市町村が行うこととされているが、障害者支援施設等があ
る市町村において過度の負担となることから、障害者支援施設等に入所
する障害者等については、施設入所前の居住地の市町村が行うこととさ
れている。
その上で、障害者総合支援法による介護給付費等の支給決定に際して
は、障害福祉サービスと同様のサービスを介護保険サービスにより利用で
きる場合は、まずは介護保険サービスを利用することとされている。介護
施設に入所し介護サービスを利用しつつ、障害者総合支援法による介護
給付費等を利用し、かつ、介護施設入所前の居住地の市町村以外の介護
施設に入所している者は少ないと思われるが、介護施設がある市町村に
実際にどの程度の負担が生じているか不明確であることから、現時点で介
護施設を居住地特例の対象とすることは困難である。

【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。
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重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

18 173

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

岐阜県（北海道、旭川市、仙
台市、福島県、いわき市、郡
山市、須賀川市、千葉市、神
奈川県、横浜市、小田原市、
川崎市、上越市、上田市、大
垣市、中津川市、美濃市、瑞
穂市、各務原市、海津市、岐
南町、川辺町、浜松市、豊橋
市、西尾市、小牧市、四日市
市、京都市、茨木市、玉野
市、防府市、松山市、長崎
市、熊本市）

ＮＨＫ放
送受信料
免除申請
に係る市
町村の証
明事務の
廃止

NHK放送受信料免除申請に係る市町
村証明事務を廃止し、申請者が障害者
手帳の写し等の必要書類を日本放送
協会へ郵送することによる直接申請方
式の制度化

受信料免除申請に係る証明事務は、障害者団体の意向も踏まえ、申請者
である障害者の方の申請に係る各種挙証資料を準備するための労力及
び金銭的負担を軽減し、また、申請者の個人情報保護及びプライバシー
確保に配慮するなど、地域における障害福祉を充実させる観点から、自治
体において行われてきた。このため、本提案における当該証明事務の見
直しについては、申請者である障害者の方の負担増につながる懸念があ
り、今後も免除制度を適切に運用いただく観点から、障害者団体の声も伺
いながら、慎重に検討する必要があると考える。

【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

21 139

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

生駒市（御杖村、京都市、枚
方市、上田市、鳥取県）

農地利用
最適化推
進委員に
係る定数
の参酌基
準化

農業委員会が委嘱する農地利用最適
化推進委員（以下「推進委員」という。）
の定数について、地域の実情に応じ弾
力的に定めることが可能となるよう、従
うべき基準から参酌すべき基準へ見直
すことを求める。

推進委員の定数については、平成27年に農業委員会等に関する法律を
改正し、推進委員を設置するにあたり、全国の農業委員会の意見を踏ま
えて決定したもので、その結果、推進委員が農地利用の最適化を行うにあ
たって適切な農地面積を、100ha当たり１人を上限として定めている。
なお、農業委員会事務局として臨時職員を雇用するための予算を措置し
ているところであり、推進委員を補助する者を雇用することで、少しでも推
進委員の負担を減らすことは可能であると考えている。

【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

5



重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

23

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

石川県（苫小牧市、青森県、岩
手県、酒田市、福島県、郡山市、
いわき市、ひたちなか市、高崎
市、横浜市、川崎市、横須賀市、
茅ヶ崎市、中井町、新潟市、加
賀市、名古屋市、豊田市、西尾
市、彦根市、京都市、大阪府、茨
木市、兵庫県、広島市、徳島県、
愛媛県、高知県、福岡県、久留
米市、飯塚市、大分県、宮崎県、
沖縄県）

社会資本
整備総合
交付金制
度に係る
押印文書
の電子化
による提
出

押印文書の提出の電子化（ＰＤＦ提出、
電子署名等）を図ること。

社会資本整備総合交付金システム（SCMS）については地方公共団体から
のご意見も踏まえながら、改修や機能の拡充を行ってきているところです。
現在、社会資本整備総合交付金に係る各種申請で用いる紙書類について
は廃止し、システム上のみで手続が完了するよう社会資本整備総合交付
金システム（SCMS）の機能改修の検討を現在進めております。

【全国町村会意見】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。

168

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

島根県、中国地方知事会（旭川
市、苫小牧市、青森県、岩手県、
福島県、郡山市、いわき市、ひた
ちなか市、群馬県、高崎市、川
越市、江戸川区、横浜市、横須
賀市、小田原市、中井町、新潟
市、上田市、浜松市、名古屋市、
豊田市、西尾市、京都市、大阪
府、茨木市、八尾市、兵庫県、西
宮市、広島市、愛媛県、高知県、
福岡県、久留米市、飯塚市、宮
崎県、宮崎市、沖縄県）

社会資本
整備総合
交付金制
度に係る
諸手続等
の見直し

社会資本整備総合交付金に係る諸手
続等（整備計画策定・実施に関する計
画・交付申請等）について、以下の事
項の改善を求める。
・都道府県及び市町村のシステムの作
業期間を十分に確保すること。
・交付申請書等の紙提出を廃止し、シ
ステム提出或いはメール提出にするな
ど、事務処理の簡略化を行うこと。
・システムの作業性に難があるため、
改善を行うこと。

社会資本整備総合交付金システム（SCMS）については地方公共団体から
のご意見も踏まえながら、改修や機能の拡充を行ってきているところです。
現在、社会資本整備総合交付金に係る各種申請で用いる紙書類について
は廃止し、システム上のみで手続が完了するようSCMSの機能改修の検
討を現在進めているところですが、その他の機能の改修・拡充についても
検討を進めてまいります。

【全国町村会意見】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。

192

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

神奈川県（旭川市、苫小牧市、
青森県、岩手県、郡山市、ひた
ちなか市、高崎市、川越市、江
戸川区、横浜市、横須賀市、小
田原市、中井町、新潟市、上田
市、浜松市、名古屋市、西尾市、
彦根市、京都市、大阪府、茨木
市、八尾市、兵庫県、西宮市、広
島市、徳島県、愛媛県、高知県、
福岡県、久留米市、飯塚市、宮
崎県、宮崎市、沖縄県）

社会資本
整備総合
交付金制
度の完全
電子化

社会資本整備総合交付金システムに
おける押印文書の電子化を求める（申
請書の電子公印化、様式上の押印の
廃止など）。

社会資本整備総合交付金システム（SCMS）については地方公共団体から
のご意見も踏まえながら、改修や機能の拡充を行ってきているところです。
現在、社会資本整備総合交付金に係る各種申請で用いる紙書類について
は廃止し、システム上のみで手続が完了するよう社会資本整備総合交付
金システム（SCMS）の機能改修の検討を現在進めております。

【全国町村会意見】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。

26
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重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

30 121

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

泰阜村、長野県、大町市、長
和町、原村、天龍村、豊丘
村、筑北村、山ノ内町、飯綱
町（旭川市、柏市、小田原
市、富士市、桑名市、京都
市、宮崎市）

郵便局に
おいて取
り扱わせ
ることが
可能な事
務の要件
緩和

郵便局において、下記の事務を取り扱
わせることを可能とすること。
①住民異動届
②印鑑登録事務
③地方公共団体の特定の事務の郵便
局における取扱に関する法律第２条に
おいて、交付の請求の受付、引き渡し
が可能とされている各種証明書等の交
付決定
④同条において、交付について～に
「記載され（、又は記録され）ている者に
対するものに限る。」とされているもの
の代理請求の受付

【総務省】
① 転入届、転出届、転居届等について
転出届については、オンラインや郵送（やむを得ない場合に限る。）による提出も
認められており、必ずしも対面による本人確認を不可欠の要件とはしていない。こ
れを踏まえると、転出届の受付や転出証明書の引渡しを郵便局において取り扱わ
せることは可能と考えられ、所要の法改正を検討することとしたい。
一方、転入届、転居届等については、これらが受理されることで、届出先市区町村
の住民票に記載され、又は記載が修正され、当該住民票の情報を基礎として、選
挙人名簿の作成、保険給付、課税等の様々な行政事務が行われることとなるもの
であることから、これらの届出は対面による厳格な本人確認及び実質的審査が必
要な手続とされている。
転入届、転居届等の受付について、転入届及び転居届等に基づいて届出先市区
町村が行う公権力の行使たる、住民基本台帳への記載及び住民基本台帳による
公証行為と密接不可分なものであることから、届出先市区町村によって行われる
べきものである。したがって、郵便局においてこれらの届出の受付を取り扱わせる
ことは困難である。
② 印鑑登録事務について
印鑑の廃止の申請については、印鑑登録証を添えて書面で意思を表明すれば足
りるとされていることから、その受付を郵便局において取り扱わせることは可能と
考えられ、所要の法改正を検討することとしたい。
一方、印鑑の登録の申請については、印鑑登録証明が広く民間の経済取引に用
いられ、誤った印鑑証明を行った場合には損害賠償責任が生じうることも踏まえ、
厳格な本人確認を行うことが求められており、印鑑登録証明事務処理要領におい
ては、「本人確認を行う場合には、必要に応じ、適宜、口頭で質問を行って補足す
る等慎重に行うことが適当」とされている。
印鑑の登録の申請の受付は、登録先市区町村が公権力の行使として行う印鑑登
録証明の基礎となる印鑑の審査や本人確認と密接不可分なものであることから、
当該市区町村によって直接行われるべきものであり、郵便局において取り扱わせ
ることは困難である。印鑑の登録事項の修正の申請についてもこれと同様である。
③ 交付決定について
地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成13年法
律第120号）第２条の規定により、郵便局において請求の受付や引渡しが可能とさ
れている納税証明書、住民票の写し等の交付決定については、公権力の行使た
る行政処分であるから、郵便局において取り扱わせることは困難である。④ 代理
人による請求について
地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成13年法
律第120号）第２条の規定により、郵便局において請求の受付が可能とされている
住民票の写し及び戸籍の附票の写しについては、住民基本台帳法上、代理人に
よる請求が認められている。同様に、印鑑登録証明書についても印鑑登録事務処
理要領において代理人による請求が認められている。
上記の事務については、郵便局においても代理人による請求の受付を可能とでき
ないか、検討を行うこととしたい。

7



重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

【法務省】
戸籍法第１条第１項において、戸籍に関する事務は、同法に別段の定めがあるも
のを除き、市区町村長がこれを管掌することとされている。
民間委託が行われる場合であっても、委託が許される業務は事実上の行為又は
補助的行為に限られ、裁量的判断が必要となる業務は市区町村町村職員が行う
必要がある。
③について、地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律
第２条第１号に掲げる戸籍謄本等の交付の請求に対する交付決定は、公権力の
行使に該当する。したがって、市区町村長の責任において交付の可否を判断する
必要があり、民間委託になじむものではない。
④について、代理請求の受付に当たっては、その請求の任に当たる者であること
を明らかにする書面（委任状等）の提供を受け、戸籍謄本等の請求をする権限が
付与されていることを確認する必要があり、代理請求の受付は裁量的判断が必要
となる業務である。
したがって、要望に応じることは困難である。

【全国町村会意見】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。

8



重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

34 215

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

愛媛県、浜松市、沼津市、広
島県、徳島県、香川県、松山
市、今治市、宇和島市、八幡
浜市、新居浜市、西条市、大
洲市、伊予市、四国中央市、
西予市、東温市、上島町、久
万高原町、松前町、砥部町、
内子町、伊方町、松野町、鬼
北町、愛南町、高知県（北海
道、宮城県、郡山市、群馬

県、千葉市、神奈川県、川崎
市、小田原市、上越市、上田
市、名古屋市、豊田市、小牧
市、四日市市、大阪府、堺
市、兵庫県、島根県、熊本

市）

心身障害
者扶養共
済制度の
受給者の
現況確認
等に係る
本人確認
情報の提
供体制の
見直し

心身障害者扶養共済制度における現
況届及び死亡の届出については全国
共通の事務であることから、受給者の
情報を把握している独立行政法人福祉
医療機構（ＷＡＭ）から、地方公共団体
情報システム（Ｊ－ＬＩＳ）に受給者情報
を提供し、直接、全国の受給者の生存
状況等について、一括して住基ネットに
よる確認が出来る仕組みとしていただ
きたい。

【総務省】
ご提案のような措置を実現するためには、独立行政法人福祉医療機構が
住民基本台帳ネットワークシステムを利用して行う事務を法律上明確に規
定していただき、その上で、住民基本台帳法の別表に当該事務を規定す
る必要があることから、まずは、同機構を所管する厚生労働省において、
必要な検討をしていただくものと考える。
【厚生労働省】
「心身障害者扶養共済制度」（以下「共済制度」という。）は、心身障害者の
保護者の相互扶助の精神に基づき、先進的な一部の県又は市が単独事
業として運営を始めたことに起源を持つ。国においては、この共済制度の
普及を図るため、昭和44年以降、再保険に当たる「心身障害者扶養保険
制度」の仕組みを整備し、全国規模でのリスク分散を図るとともに、条例準
則等を提示することで、各自治体における共済の整備を促してきた。この
共済制度は、現在においても各地方自治体が、条例に基づいて実施して
いるところ。
独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」という。）は、上述の再
保険に当たる仕組みの運営に当たっており、共済制度を運営する各地方
自治体を被保険者として保険料等を受け取り、共済制度の加入者の死亡
等の保険事故が生じた場合に各地方自治体に保険金を支払うことで、共
済制度のリスクを全国規模で分散させ、その安定的な運営を支援してい
る。
御提案は、全国の受給者の生存状況等について、福祉医療機構が一括し
て確認をすることで自治体の負担が軽減されるとするものであるが、受給
者の生存状況等の情報の把握は、あくまでも、共済制度の運営者である
各地方自治体が、共済制度の実施（年金の支払）に必要であるために行う
ものであり、再保険を行う立場である福祉医療機構の業務とはならないと
考える。
　
【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

9



重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

- 117

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

ときがわ町

「災害関
連地域防
災がけ崩
れ対策事
業」につ
いて都道
府県を経
由しない
直接補助
を可能と
すること

「災害関連地域防災がけ崩れ対策事
業」は、市町村が実施主体となり、都道
府県による間接補助の形式をとってい
るが、都道府県によっては事業を採択
していない場合があることから、都道府
県を経由しない市町村への直接補助を
可能としてほしい。

災害対策基本法（以下「災対法」という。）において、市町村は、当該市町
村の地域並びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保
護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町村
の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施
する責務を有することが定められている。(災対法第５条)。なお、ここでいう
「災害」には、崖崩れを含むことが示されている(災対法第２条)。
また、同法上、都道府県は、その区域内の市町村及び指定地方公共機関
が処理する防災に関する事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調
整を行う責務を有することが規定されており（災対法第４条）、このことか
ら、当該区域内における崖崩れ対策においても、その危険性や対策の必
要性を把握し、区域における総合調整のもと、市町村の取組支援を含め
てその推進を図る責務を有しているものと解される。
以上のことから、市町村が住民の生命、身体及び財産を災害から保護す
る目的で施行する崖崩れ対策のための取組について、その実施にかかる
支援を行うのは都道府県の責務に含まれるものと考えられる。
本件、災害関連地域防災がけ崩れ対策事業は、市町村が行う崖崩れ対
策のための工事を財政面から補助しようとする都道府県に対し、国がその
一部（市町村の事業費の１／２）を補助するものであり、上記の観点からこ
れを国による直接補助とすることは、災対法上適当ではないと考える。

【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

重点事項以外

10



重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

- 124

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

三宅町（盛岡市、石巻市、ひ
たちなか市、栃木県、川崎
市、氷見市、上田市、浜松
市、豊橋市、豊田市、京都
市、城陽市、香芝市、葛城
市、三郷町、御杖村、高松

市、松山市、新居浜市、久留
米市、熊本市、宮崎市）

配偶者か
らの暴力
を受けた
被扶養者
の取扱い
等に係る
適用範囲
の拡大

「配偶者からの暴力を受けた被扶養者
の取扱い等について（厚生労働省保険
局保険課長発保保発第０２０５００１
号、厚生労働省保険局保険課長発保
保発第０２０５００３号、厚生労働省保
険局国民健康保険課長発保国発第０
２２７００１号）」の取扱い等に係る適用
範囲を配偶者からのＤＶだけではなく、
配偶者以外のＤＶ被害者にも拡大して
ほしい。

健康保険における被扶養者については、被保険者によって主として生計
が維持されているか否か（以下「生計維持要件」という。）等によって判断
することとしており、被扶養者認定を取り消すためには、被保険者本人か
らの届出が必要となる。
この上で、特例的に、被保険者である配偶者より暴力を受けた被害者か
ら、婦人相談所等が発行する配偶者からの暴力を理由として保護した旨
の証明書を添付して被扶養者から外れる旨の申し出がなされた場合は、
「配偶者からの暴力を防止及び被害者の保護等のための施策に関する基
本的な方針」（平成20年内閣府、国家公安委員会、法務省、厚生労働省告
示第１号）の第２の７の（６）ウに基づき、健康保険の被扶養者から外れる
ことができる取扱いとしている。
ご提案のように配偶者に加えて被保険者の子どもや親についても同様の
取扱いとすることについては、どのようなケースにおいて被扶養者からの
届出により被扶養者認定を取り消すことを可能とするのか、また、保険者
が被扶養者認定を取り消すに当たってのDVの有った事実や生計維持関
係がないことが分かる等の確認書類として何が適切なのかといった観点で
整理が必要。

【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

- 147

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

明和町、長野原町、玉村町、
千代田町（京都市）

開発許可
における
道路の歩
車道の分
離に係る
基準につ
いて地方
公共団体
が条例で
緩和する
ことを可
能とする
見直し

都市計画法第33条第１項に規定する
開発許可の基準のうち、「開発区域内
の幅員９メートル以上の道路は、歩車
道が分離されていること」としているも
のについて、地方公共団体が開発区
域の区域区分・地域地区等の実態や、
区域内の道路及び周辺建築物の配置
（予定）状況、その他の地域の実情を
十分に勘案した上で、工業団地の造成
等により設置される道路で歩行者の通
行の用に供することが想定されないも
のについては、幅員９メートル以上で
あっても歩道の設置を不要とすること
が可能となるよう、当該基準を条例で
緩和できるようにしてほしい。

都市計画法第33条の技術基準の緩和は、法律上の技術基準をそのまま
適用することによる開発者の負担の大きさや緩和を行った場合の開発区
域への周辺の影響などを勘案し、必要と認められる場合に行うものです。
ご提案のあった、同施行令第25条第5号の開発区域内の９ｍ以上の道路
の歩車道分離の基準については、建築物の敷地が1,000㎡以上の開発が
行われれば、大型車両等の頻繁な交通が想定されるため、歩行者の通行
の安全を確保する観点から担保すべき最低限の基準として定めているも
のです。歩行者の命を守るために必要な安全上の基準であり、開発者に
過度な負担を課しているものではないことから、当該基準の緩和を可能と
することは困難と考えます。

【全国町村会意見】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。
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重点
番号

管理
番号

提案
区分

提案団体
提案
事項

求める措置の具体的内容 関係府省からの第１次回答・全国町村会意見

- 196

Ｂ
地方
に対
する
規制
緩和

道志村、市川三郷町、忍野村
（山北町、上越市、豊田市、
京都市、広島市、徳島県）

農業用水
路の災害
復旧に係
る手続の
簡素化

災害時に河川法に基づく許可を受けて
設置された取水施設、用水路等が損傷
し、許可を受けた水利使用を適正に行
うことができない状況が発生した場合
は、河川法26条の許可取得にあたり、
水利権者の同意手続を得なくても迅速
に復旧できるようしてほしい。

河川法第38条では、水利使用に関する許可申請があった際、河川管理者
は当該申請の概要について関係河川使用者に通知しなければならない旨
が規定されているが、同条ただし書きにより、以下の者については通知を
省略することが認められている。
①従来から河川を使用している関係河川使用者のうち当該水利使用によ
り損失を受けないことが明らかである者
②当該水利使用を行うことについて同意した者
本通知の効果は、通知を受けた者が、河川管理者に対し、当該水利使用
によりその者が受ける損失を明らかにして、当該水利使用について意見を
申し出ることができることである。（河川管理者においては、水利権申請後
にトラブルが発生しないよう、申請者にはあらかじめ関係河川使用者から
水利使用を行うことについて必要な同意を得たうえで申請手続に入るよう
指導している。）
従って、同条の規定によれば、取水箇所より下流に別の占用者（取水して
いる者）がいる場合は必ず当該者の同意を得る必要があるというわけでは
なく、下流に別の占用者がいたとしても、当該者が当該水利使用により損
失を受けないことが明らかであれば、当該者に対する同意取得手続は不
要となる。
なお、下流に漁業権を有する者に対しては、以下の場合に同意を得る必
要があるが、その他の場合は基本的に同意取得手続は不要である。
①魚類の遡上等を妨害するダム等の工作物を設置する場合
②取水により河川の流量が大幅に減少する場合
上記は一般的な解釈であり、実務上、河川管理者が申請者に対し、当該
水利使用に係る関係河川使用者から同意を得るよう求めるか否かは、
個々の河川ごとの特徴を踏まえ、その流量や水質等に影響が出ないか等
を勘案し、個別具体的に判断することになる。
一般論として、災害復旧事業としての施設の原形復旧工事（既に許可を受
けて設置していた施設が被災したため、それを元に戻すため工事）であれ
ば、下流の関係河川使用者は「当該水利使用により損失を受けないことが
明らかである者」に該当するため、当該工事に係る水利使用の申請前に
当該者の同意を得る必要はないものと考える。
なお、本提案に係る事案において県が示した判断については、当該河川
に関する情報量が不足していること、また、県が同意を必要と判断した根
拠も示されていないことから、その是非について判断することは困難であ
る。

【全国町村会意見】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。
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提案事項 根拠法令等
制度の所管・

関係府省
提案団体

地域の実情に応
じてコミュニティバ
ス等の円滑な導
入を可能とする制
度の構築

道路運送法第78条、道路運送法施
行規則第3条の3、道路運送法施行
規則第49条、「地域公共交通会議に
関する国土交通省としての考え方に
ついて（平成30年3月30日自動車局
長通知）」、「市町村運営有償運送の
登録に関する処理方針について（平
成30年3月30日自動車局長通知）」、
「公共交通空白地有償運送の登録
に関する処理方針について（平成27
年3月30日自動車局長通知）」、「自
家用有償旅客運送者による過疎地
域等における少量貨物の有償運送
に係る道路運送法第78条第３号に
基づく許可に係る取扱いについて
（平成28年3月31日自動車局長通
知）」道路運送法第3条第1項第1号、
道路運送法第9条の2、「一般貸切旅
客自動車運送事業の運賃・料金の
届出及び変更命令の処理要領につ
いて（平成26年3月26日自動車局長
通知）」、都市計画法第29条第1項第
3号、都市計画法施行令第21条第1
項第6号

国土交通省
全国知事会
全国市長会
全国町村会

＜令和２年３月末時点フォローアップ状況＞ （内閣府地方分権改革推進室）

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

通知発出済み（「自家用有償旅客運送者による過疎地域等に
おける少量貨物の有償運送に係る道路運送法第78条第３号
に基づく許可に係る取扱いについて」の一部改正について（平
成31年3月29日付け国自旅第304号国自貨第156号））
事務連絡発出済み（「「自家用有償旅客運送者による過疎地
域等における少量貨物の有償運送に係る道路運送法第78条
第３号に基づく許可に係る取扱いについて」の一部改正に係
る取扱いについて」令和２年１月22日付け事務連絡）
その他、許可の迅速かつ柔軟な運用に資するよう、各種相談
への対応など随時情報提供等を実施。

引き続き、左記のとおり当該許
可の迅速かつ柔軟な運用に努
める。

（１）道路運送法
自家用有償旅客運送者（79条）による過疎地域等における少量貨物の有償運送に係る78条３
号に基づく許可については、地域の実情に応じて自家用有償旅客運送を円滑に実施すること
が可能となるよう、以下のとおりとする。

・市町村及び関連性が高いと考えられる貨物自動車運送事業者（又はそれを代表し得る者）
等を構成員に含む協議会等（地域公共交通会議（施行規則９条の２）を含む。）の場で協議が
調った場合には、運輸支局長が対象地域を判断するに当たって必要に応じて行うこととされて
いる関係者からの意見の聴取を要しないこととし、地方運輸局に2018年度中に通知する。

・地方公共団体及び地方運輸局に対する情報提供等により、当該許可の迅速かつ柔軟な運
用に努める。

・当該許可の在り方については、自家用有償旅客運送者による過疎地域等における少量貨物
の有償運送に係る運送の実態やニーズの動向等を検証しつつ、引き続き検討する。

（２）都市計画法
地方公共団体が主体的に計画し、地域公共交通会議（道路運送法施行規則（昭26運輸省令
75）９条の２）等の議を経て地域住民の生活に必要な旅客運送を確保するものとして運行する
コミュニティバスの用に供する施設については、開発許可が不要な建築物を規定した施行令
21条26号（地方公共団体が直接その事務又は事業の用に供する施設）に該当し得る旨を、地
方公共団体に2018年度中に通知する。

対応方針の措置（検討）状況

「平成30年の地方からの提案等に関する対応方針」

「平成30年の地方からの提案等に関する対応方針」のフォローアップ状況について

当該許可の在り方については、

自家用有償旅客運送者による

過疎地域等における少量貨物

の有償運送に係る運送の実態

やニーズの動向等を検証しつ

つ、引き続き検討する。
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14 
 

令和２年地方分権改革に関する提案募集に係る 

全事項に共通して国に対処を求める意見 

 

全 国 町 村 会 
 
 

・オンラインで完結する手続きや電子情報の活用など、ウィズ・コ

ロナ、ポスト・コロナの社会のあり方を視野に入れた事務の見直

しや権限の移譲を推進すること。 

 

・町村に移譲された事務・権限の実施にあたり財源（人件費相当額

を含む。）の不足が生じないよう、必要総枠を確保し、国・都道

府県から町村に財源移譲すること。 
 

・技術や専門性を有する人材を育成・確保するため、研修や職員派

遣など必要な支援を行うこと。また、工程表などの手順・スケジ

ュールや具体的な人員・財源措置を示すこと。 
 

・事務・権限の移譲、義務付け・枠付けの見直しを円滑に進めるた

め、マニュアルの整備や技術的助言など必要な支援を行うこと。 
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・国が制度の創設・拡充等を行うに当たっては、町村の行政需要の

多寡や先行的な取組の有無等の実情を考慮せずに、新たな計画の

策定や専任職員の配置等について全国一律に義務付けを求めるこ

とは避け、町村の裁量の確保に十分配慮すること。 

 

・町村に対する調査・照会業務については、緊急性や必要性に乏し

いものや重複しているものがあるため、廃止、統合を含めた必要

な見直しを行うこと。 
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